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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　一の端面から他の端面まで連通する複数のセルを形成する隔壁を含むセル構造部と、前
記セル構造部の外周面上に配設された外壁部とを備えるセル構造体であって、前記外壁部
が気孔率４０％以上の多孔質層を少なくとも１層有し、かつ、前記外壁部が、前記セル構
造部側に位置する内殻層と、その外側に位置する外殻層とを有し、前記内殻層の気孔率が
前記外殻層の気孔率よりも高く、前記内殻層と前記外殻層の熱膨張係数差は０．８×１０
－６／℃以下であるセル構造体。
【請求項２】
　前記セル構造部がセラミック材料又は金属材料を主成分とし、前記外壁部がセラミック
材料を主成分とする請求項１に記載のセル構造体。
【請求項３】
　前記セル構造部がハニカム構造である請求項１または２に記載のセル構造体。
【請求項４】
　前記セル構造部がフォーム構造である請求項１または２に記載のセル構造体。
【請求項５】
　前記セル構造部が吸着機能を有する材料を含有する請求項１～４のいずれか１項に記載
のセル構造体。
【請求項６】
　前記セル構造部が触媒機能を有する材料を含有する請求項１～４のいずれか１項に記載
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のセル構造体。
【請求項７】
　前記外壁部が吸着機能を有する材料を含有する請求項１～６のいずれか１項に記載のセ
ル構造体。
【請求項８】
　前記外壁部が触媒機能を有する材料を含有する請求項１～６のいずれか１項に記載のセ
ル構造体。
【請求項９】
　前記セル構造部がハニカム構造であり、少なくとも一部のセルが端部において目封じさ
れている請求項１～８のいずれか１項に記載のセル構造体。
【請求項１０】
　前記セル内及び／又は前記隔壁内部に触媒が担持されている請求項１～９のいずれか１
項に記載のセル構造体。
【請求項１１】
　前記触媒が、自動車排ガスを浄化する機能を有する請求項１０に記載のセル構造体。
【請求項１２】
　複数のセルを形成する隔壁を含む成形体を成形により得る工程と、成形体を焼成して焼
成体を得る工程と、成形体又は焼成体の外周面にコート材を配設して外壁部を形成する工
程とを含むセル構造体の製造方法であって、前記コート材が造孔剤を含有する、請求項１
～１１のいずれか一項に記載のセル構造体を製造するセル構造体の製造方法。
【請求項１３】
　外壁部を形成する工程の前に、成形体又は焼成体の外周の少なくとも一部を加工除去す
る工程を含む請求項１２に記載のセル構造体の製造方法。
【請求項１４】
　外周の少なくとも一部を加工除去する工程が、成形体を焼成する工程の前に行われる請
求項１３に記載のセル構造体の製造方法。
【請求項１５】
　外周の少なくとも一部を加工除去する工程が、成形体を焼成する工程の後に行われる請
求項１３に記載のセル構造体の製造方法。
【請求項１６】
　成形体を得る工程において前記隔壁と一体となった外周壁を含む成形体を得て、外周の
少なくとも一部を加工除去する工程において前記外周壁を含む外周を加工除去する請求項
１３～１５のいずれか１項に記載のセル構造体の製造方法。
【請求項１７】
　成形体を得る工程において、外周壁を含まない成形体を得て、成形体又は焼成体の外周
部を加工除去することなく、成形体又は焼成体の外周面にコート材を配設して外壁部を形
成する請求項１２に記載のセル構造体の製造方法。
【請求項１８】
　少なくとも一部のセルを端部において目封じする工程を含む請求項１２～１７のいずれ
か１項に記載のセル構造体の製造方法。
【請求項１９】
　造孔剤がカーボン、バルーン、発泡樹脂、ポリエステル樹脂、アクリル樹脂、デンプン
のいずれか一つあるいはその組み合わせである請求項１２～１８のいずれか１項に記載の
セル構造体の製造方法。
【請求項２０】
　造孔剤が中空体である請求項１２～１９のいずれか１項に記載のセル構造体の製造方法
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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本発明は、一の端面から他の端面まで連通して流体の流路となる複数のセルを有するセル
構造部と、そのセル構造部の外周面上に配設された外壁部とを備えるセル構造体及びその
製造方法に関する。詳しくは、断熱性の高い外壁部を備えるセル構造体及びその製造方法
に関する。
【背景技術】
【０００２】
近年、年々強化される自動車排ガス規制に対応すべく、自動車排ガス中に含まれる窒素酸
化物、硫黄酸化物、塩化水素、炭化水素及び一酸化炭素等を除去するため、触媒を担持し
たセル構造体が使用されている。このセル構造体は、その隔壁に担持された触媒によって
、自動車排ガス中に含まれる上記有害物質を吸着、分解し、自動車排ガスを浄化するもの
である。また、ディーゼルエンジンから排出される微粒子を捕捉するフィルタとしてもセ
ル構造体が使用されている。
【０００３】
上記触媒を担持したセル構造体において使用される触媒は、通常、高温領域において触媒
活性が高くなるため、自動車の運転開始からセル構造体の温度が上昇するまでの間は、触
媒活性の低い状態で運転され、浄化不十分な排ガスが排出されることになる。そのため、
セル構造体の低温での運転をできるだけ短時間にする必要がある。
【０００４】
その方法の一つとして、セル構造体の熱容量を小さくして、自動車の運転開始から短時間
でセル構造体の温度を上昇させようとするものがある。セル構造体の熱容量を小さくする
には、セル構造体の幾何学的表面積を変更することなく、軽量化すること（低嵩密度化）
が必要であり、そのため、セルの隔壁の厚さを薄くしたり、気孔率を高くしたりする方法
がある。しかし、セルの隔壁の薄壁化や気孔率の増加による低嵩密度化は、セル構造体の
機械的強度低下の原因となっていた。
【０００５】
また、トラックなどの大型自動車から排出される大流量の排ガスを浄化するためのセル構
造体は大容積が必要となり、圧力損失を低減させるために断面積の大きなセル構造体が必
要とされている。しかし、断面積の大きなセル構造体は、押出成形時においてセル構造体
の外周部におけるセル隔壁が、セル構造体の自重に耐えきれず変形してしまうという問題
があった（特許文献１参照）。
【０００６】
この機械的強度低下を防止するために、セル構造体を成形して焼成した後に、その外周部
の隔壁変形領域を加工除去し、その外周面をセラミックセメントコートにより外周部の凹
溝を充填して外表面を構成する外殻層を形成する方法及びその外郭層を備えるセル構造体
が提案されている（特許文献２参照）。しかし、この方法では、セル構造体の機械的強度
を向上させることはできるが、セル構造体の熱容量が大きくなるために、運転開始時のセ
ル構造体の昇温速度が低下し、担持した触媒の触媒活性が短時間では高くなり難いという
問題があった。更には、セル構造体の中心部と外周部に温度差が生じるという問題があっ
た。このような温度差が生じると、セル構造体を触媒担体やフィルタとして用いる場合に
、触媒活性やフィルタの再生が不均一となり好ましくない。また、セル構造体にクラック
が発生する要因ともなり好ましくない。
【０００７】
また、隔壁と外周壁とが一体で押出されたハニカム構造体の外周面に被覆層を設けて、ハ
ニカム構造体の外径精度を向上させようとする提案がされている（特許文献３参照）。こ
の提案において、ハニカム構造体の外径精度を向上させてキャニング時のクリアランス範
囲を適正化させることにより、キャニング面圧を低減させて、隔壁の薄壁化によるハニカ
ム構造体の機械的強度の低下によって生じるキャニング時のハニカム構造体の破壊を抑制
する方法が開示されている。しかしながら、このような隔壁と外周壁とが一体で製造され
たハニカム構造体の外周面に被覆層を設ける手段では、ハニカム構造体の耐キャニング性
を向上させることはできるが、外壁部の熱容量が大きくなるとともに、ハニカム構造体内



(4) JP 4550434 B2 2010.9.22

10

20

30

40

50

部の熱が外壁側に逃げるという、前述のセラミックセメントで外周コートしたハニカム構
造体と同じ問題が生じる。
【特許文献１】特開平３－２７５３０９号公報
【特許文献２】特開平５－２６９３８８号公報
【特許文献３】実開昭６３－１４４８３６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
本発明は上述の問題に鑑みなされたものであり、外壁部の断熱性を高くすることにより、
セル構造部の昇温速度を向上させ、温度分布をより均一とすることができるセル構造体及
びそのセル構造体を好適に製造することができる製造方法を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明は、一の端面から他の端面まで連通する複数のセルを形成する隔壁を含むセル構
造部と、前記セル構造部の外周面上に配設された外壁部とを備えるセル構造体であって、
前記外壁部が気孔率４０％以上の多孔質層を少なくとも１層有し、かつ、前記外壁部が、
前記セル構造部側に位置する内殻層と、その外側に位置する外殻層とを有し、前記内殻層
の気孔率が前記外殻層の気孔率よりも高く、前記内殻層と前記外殻層の熱膨張係数差は０
．８×１０－６／℃以下であるセル構造体を提供するものである。
【００１１】
　本発明において、セル構造部がセラミック材料又は金属材料を主成分とし、外壁部がセ
ラミック材料を主成分とすることも好ましい。また、セル構造部がハニカム構造あるいは
フォーム状構造であることが好ましい。また、セル構造部が吸着機能又は触媒機能を有す
る材料を含有することが好ましく、外壁部が吸着機能又は触媒機能を有する材料を含有す
ることも好ましい。また、セル構造部がハニカム構造であり、少なくとも一部のセルが端
部において目封じされていることも好ましい。また、セル内及び／又は前記隔壁内部に触
媒が担持されていることも好ましく、触媒が、自動車排ガスを浄化する機能を有すること
が更に好ましい。
【００１２】
　本発明はまた、複数のセルを形成する隔壁を含む成形体を成形により得る工程と、成形
体を焼成して焼成体を得る工程と、成形体又は焼成体の外周面にコート材を配設して外壁
部を形成する工程とを含むセル構造体の製造方法であって、前記コート材が造孔剤を含有
し、かつ、前記外壁部として、前記セル構造部側に位置する内殻層と、その外側に位置す
る外殻層とを有し、前記内殻層の気孔率が前記外殻層の気孔率よりも高く、前記内殻層と
前記外殻層の熱膨張係数差が０．８×１０－６／℃以下である外壁部を用いるセル構造体
の製造方法を提供するものである。
【００１３】
本発明において、外壁部を形成する工程の前に、成形体又は焼成体の外周の少なくとも一
部を加工除去する工程を含むことが好ましい。また、外周の少なくとも一部を加工除去す
る工程が、成形体を焼成する工程の前に行われることも好ましく、成形体を焼成する工程
の後に行われることも好ましい。また、成形体を得る工程において隔壁と一体となった外
周壁を含む成形体を得て、外周の少なくとも一部を加工除去する工程において外周壁を含
む外周を加工除去することも好ましい。また、成形体を得る工程において、外周壁を含ま
ない成形体を得て、成形体又は焼成体の外周部を加工除去することなく、成形体又は焼成
体の外周面にコート材を配設して外壁部を形成することも好ましい。また、少なくとも一
部のセルを端部において目封じする工程を含むことも好ましい。また、造孔剤がカーボン
、バルーン、発泡樹脂、ポリエステル樹脂、アクリル樹脂、デンプンのいずれか一つある
いはその組み合わせであることも好ましく、造孔剤が中空体であることも好ましい。
【発明の効果】
【００１４】
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本発明のセル構造体によれば、外壁部を設けることにより、ハニカム構造体の機械的強度
を向上させつつ、外壁部を設けることによる弊害であった、セル構造部の昇温速度の低下
を抑制することができ得る。また、本発明のセル構造体の製造方法によれば、このような
セル構造体を容易に製造することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１５】
本発明の実施の形態を、図面を参照しながら詳細に説明するが、本発明はこれらの実施の
形態のみに限定されるものではない。なお、以下において、特に断りのない限り、断面と
はセルの通路方向（長手方向）に垂直な断面を意味する。
【００１６】
図１（ａ）は、本発明のセル構造体の一実施形態であるハニカム構造体の一例を示す模式
的な斜視図、図１（ｂ）は、図１（ａ）のＩｂ部分の一部拡大図である。図１（ａ）、図
１（ｂ）に示す形態のハニカム構造体１０（セル構造体１）は、ハニカム構造のセル構造
部４及び外壁部５を備える。ハニカム構造のセル構造部４は一の端面４２から他の端面４
４まで貫通するセル３を形成する隔壁２を有する。更に、セル構造部４の外周面において
セル３の長手方向に溝状に延びる凹部を形成している。そして、セル構造部４の外周に外
壁部５が配設されている。この外壁部５は、セル構造部４の凹部内に一部が入り込むよう
に配設されている。
【００１７】
　このハニカム構造体１０は、外壁部５が気孔率４０％以上の多孔質、好ましくは気孔率
５０％以上、更に好ましくは気孔率６０％以上の多孔質である。外壁部５を多孔質とする
ことにより、外壁部５自体が断熱層となり、セル構造部の熱が外壁を通して外部に伝達さ
れ難くなる。これにより、セル構造部４を加熱したときに熱が外壁部５側に逃げ難くなる
ため、短時間で温度上昇させることができ、触媒を担持したときに、触媒活性を短時間で
高めることができる。このようなハニカム構造体１０は、ディーゼル排ガス浄化用の薄壁
大型ハニカム構造体として、特に好適に使用することができる。更に、外壁部は、セル構
造部側に位置する内殻層と、その外側に位置する外殻層とを有し、内殻層の気孔率が外殻
層の気孔率よりも高く、内殻層と外殻層の熱膨張係数差は０．８×１０－６／℃以下であ
る。
【００１８】
また、ハニカム構造体をディーゼルエンジンから排出されるスートを捕集するフィルタに
用いる場合には、その再生時において、フィルタ外周部、特にフィルタの排気出口側付近
が比較的低温になり易いために、スートが燃えきらず残るという問題があった。この問題
もまた、外壁部への熱の逃げが原因であり、上述のようなハニカム構造体を用いることに
より、セル構造部の温度の均一化を図ることができ、再生時のスート燃え残りを抑制する
効果が得られる。
【００１９】
図２（ａ）は、本発明のセル構造体の別の一実施形態であるフォーム状構造体２０（セル
構造体１）の一例を示す模式的な斜視図、図２（ｂ）は、図２（ａ）のＩＩｂ部分の一部
拡大図である。図２（ａ）、図２（ｂ）に示すフォーム状構造体２０は、互いに三次元的
に連通して流体の流路となる複数のセル３を形成するように配置された隔壁２を含むセル
構造部４と、セル構造部４の外周に配設された外壁部５とを備える。また、セル３は、一
の端面４２から他の端面４４まで連通している。そして、外壁部５が、４０％以上、好ま
しくは５０％以上、更に好ましくは６０％以上の気孔率を有する多孔質である。このよう
な形態のセル構造体１においても、上述と同様の効果を得ることができる。なお、以下に
おいて、主にハニカム構造体の実施形態に基づいて、本発明の好ましい形態を説明するが
、これらはフォーム状構造体にも適用しうるものである。
【００２０】
図１（ａ）、（ｂ）、図２（ａ）、（ｂ）に示すセル構造体１において、外壁部５の気孔
率は、上述のように、４０％以上、更に５０％以上、特に６０％以上であることが、断熱
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性を向上させる観点から好ましいが、気孔率が高すぎると強度が低下するため好ましくな
い。従って、気孔率は、８０％以下、更に７０％以下、特に６０％以下であることが好ま
しい。しかし、外壁層を複層化して内殻層を高気孔率化し外殻層を低気孔率化することで
外壁層の強度を高める場合には、内殻層の気孔率が８０％以上であっても好ましい。
【００２１】
外壁部の強度特性としては四点曲げ強度（ＪＩＳ１６０１準拠）で０．５ＭＰａ以上、更
に１．０ＭＰａ以上、特に２．０ＭＰａ以上であることが好ましい。外壁部の細孔特性と
しては、水銀圧入法により測定される体積基準の平均細孔径で１００μｍ以下、更に５０
μｍ以下、特に２５μｍ以下であることが好ましい。外壁部の細孔分布特性に関して、造
孔剤としての中空体やその他の製造条件の選択等の公知の方法により任意の細孔分布特性
を得ることができる。外壁部の熱膨張係数（室温～８００℃までの平均値）は５．０×１
０-6／℃以下、更に３．０×１０-6／℃以下、特に２．０×１０-6／℃以下であることが
好ましい。外壁部の比熱としては、５００℃において、５０００Ｊ／ｋｇＫ以下、更に３
０００Ｊ／ｋｇＫ以下、特に１０００Ｊ／ｋｇＫ以下、熱伝導率は５Ｗ／ｍＫ以下、更に
３Ｗ／ｍＫ以下、特に１Ｗ／ｍＫ以下であることが好ましい。
【００２２】
また、セル構造体において、外壁部５が中空体を含む形態も好ましい。中空体としては、
例えばシリカバルーン、フライアッシュバルーン、シラスバルーン、ガラスバルーン等が
挙げられる。このような中空体を含むことにより、安定な断熱性を得ることができる。中
空体の強度が適度にあれば、外壁部の構造強度を高めることが可能となり、ハニカム構造
体の側面からの外圧に対するハニカム構造体の強度向上が期待できる。また、ハニカム構
造体の角部に対する外圧に対して欠け抑制効果も期待できる。更に、コート材を塗布して
乾燥する際に生じる乾燥クラックを抑制する効果が期待できる。この乾燥クラック抑制効
果は、中空体が保水性、吸水性を有していれば、一層好ましい。この効果は、中空体によ
り、乾燥時におけるコート層内の水分の急激な移動や飛散を緩和され得るためと考えられ
る。外壁部の気孔率は外壁部から測定試料を取り出して水銀ポロシメータにより測定する
。このため、中空体を含んだ場合の外壁部の気孔率は、中空体が外壁部内に残存している
ので、中空体内に水銀が浸入できない。従って、中空体分の気孔率が測定値には現れず、
外壁部の基材部のみの気孔率が測定されることになる。
【００２３】
　図３は、更に別の形態のセル構造体を示す模式的な一部拡大図である。図３に示すセル
構造体１は、外壁部５が、内殻層６と外殻層７とを含む。そして、内殻層６は、外殻層７
よりも気孔率が高い。セル構造部４側に位置する内殻層６の気孔率を高くすることにより
断熱効果を高め、内殻層６よりも外周側に位置する外殻層７の気孔率を低くすることによ
り強度を高めることができ、外壁全体として断熱効果と強度とのバランスをより高いとこ
ろでとることができる。内殻層と外殻層の気孔率の差は５％以上、より好ましくは１０％
以上であることが断熱性の観点から良い。内殻層の気孔率が４０％以上であれば、外殻層
の気孔率が４０％未満であっても良い。また、内殻層と外殻層の熱膨張係数差は０．８×
１０－６／℃以下であり、好ましくは０．４×１０－６／℃以下であることが耐熱衝撃性
の観点から良い。外殻層の強度を高める手段として、外殻層の気孔率を低くすることが好
ましいが、気孔率を低くすることで層自体が高密度化し熱容量が増大するので、断熱効果
が低下する。このため、強度の適度にある中空体を外殻層に混入させることで、外殻層全
体の高密度化、高熱容量化を抑制しながら強度を向上させることができる。強度を高める
ための中空体としてはシラスバルーンやフライアッシュバルーンのような無機質で耐熱性
のものが好ましい。これらはハニカム構造体を製造後に、触媒担持による熱処理や実使用
時における排ガスの熱により高温下に晒されても、その中空形状を維持し外殻層の強度を
保つことができる。
【００２４】
外壁全体の断熱性を高めるためには内殻層の気孔率を高めることが好ましく、内殻層に中
空体を混入することで気孔率を高めることができるが、外壁層全体の強度を高めたい場合
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には、中空体としては前述のシラスバルーンやフライアッシュバルーンのような無機質で
耐熱性のものが好ましい。また、内殻層の強度向上が重要でなければ、低熱容量化を重視
して、発泡樹脂などの樹脂やデンプンなどの有機物にすることが好ましく、コート後に熱
処理することで分解、消失するので、内殻層の低熱容量化に寄与する。気孔率の他に外周
コート材自体の材料特性としては、構造部材としての強度、耐熱性、耐熱衝撃性、比熱、
熱伝導率が設計因子となる。外殻層の強度を高める手段としては、前述した中空体を混入
する手段の他に、シリカゾルを含浸させて熱処理することによる緻密化手段、キセノンラ
ンプあるいは遠赤外線を使った照射による外殻層の高温処理による緻密化手段が利用でき
る。これら手段に限定される訳ではなく、公知の緻密化手段、粒子添加などによる補強手
段によることでも良い。
【００２５】
セル構造部の主成分としては、セラミック材料や金属材料を好適に使用することができ、
外壁部の主成分としてはセラミック材料を好適に使用することができる。セラミック材料
としては、コージェライト、アルミナ、ムライト、リチウム・アルミニウム・シリケート
、チタン酸アルミニウム、チタニア、ジルコニア、窒化珪素、窒化アルミニウム及び炭化
珪素からなる群から選ばれる少なくとも１種、又はそれらの複合物が挙げられる。また、
セル構造部は、活性炭、シリカゲル、ゼオライト等の吸着機能及び／又は触媒機能を有す
る材料を含有することもできる。また、セル構造部の主成分としてとして金属材料を用い
ることも、金属材料は熱伝導性が高く、外壁への熱の逃げが大きいため、本実施の形態に
よる、熱を逃がさず短時間でセル構造部の内周セルの温度を高くするという効果が顕著に
現れる点で好ましい。外壁部は、上述のセラミック材料の粒子、例えばコージェライト粒
子に加えて、セラミックファイバーと、それらの間に存在する非晶質酸化物マトリックス
（例えば、コロイダルシリカ又はコロイダルアルミナから形成されたマトリックス）を含
むことが好ましい。また、耐熱性を更に付与する目的でＳｉＣ粒子などの耐熱性の高い材
料を含有させることもできる。また、活性炭、シリカゲル、ゼオライト等の吸着機能及び
／又は触媒機能を有する材料を含んでも良い。このように種々の材料を組み合わせたセメ
ント材が利用できる。ここで、主成分とは、各部の８０質量％以上を構成する材料を意味
する。
【００２６】
本発明のセル構造体ににおいて、セル内（隔壁表面）及び／又は隔壁内部の細孔内表面に
触媒を担持させることが好ましい。これは、自動車排ガス等の内燃機関から排出される排
ガス中に含まれる、ＨＣ、ＮＯｘ、ＣＯ等の気体成分及び／又は炭素を核とした固形成分
やＳＯＦ等の微粒子状物質を吸着又は吸収し排ガスを浄化するのに好適に使用される。本
発明のセル構造体がこのように使用される場合、触媒を早期に活性化させるために、昇温
速度が特に重要となり、本発明のセル構造体がより有利となる。好ましい触媒としては、
Ｐｔ、Ｐｄ、Ｒｈ等の貴金属類、アルカリ金属類、アルカリ土類金属類、希土類などが挙
げられ、これらの１種以上をセル内及び／又は前記隔壁内部に担持することが好ましい。
例えばセル内及び／又は前記隔壁内部に高比表面積を有するγアルミナを数μｍから数十
μｍの厚さで薄く塗布してコート層を形成し、そのアルミナ内の微細孔表面に、上記触媒
、例えばＰｔ粒子とＰｄ粒子を分散担持することで、セル内及び／又はセル隔壁内部を通
過する排ガス中のＨＣ等を効率良く酸化処理することができる。
【００２７】
本発明のセル構造体、特にハニカム構造体は、セルの少なくとも一部が端部において目封
じされていることも、フィルタとして使用する場合には好ましい形態である。更に、図４
に示すように、両端部４２、４４が市松模様を呈するように両端部４２、４４においてセ
ルを交互に目封じした構造とすることにより、全ての流体がセルの隔壁を通過することと
なるため、このようなハニカム構造体をフィルタとして好適に使用することができる。フ
ィルタとして使用する場合、セル構造部の隔壁は多孔質材料である必要があるが、上述の
セラミック材料を好適に使用することができる。特に、ディーゼルエンジンから排出され
たスートを捕集するフィルタに例えばハニカム構造体を用いる場合、捕集したスートを燃
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焼させることにより除去し、ハニカム構造体を再生する場合がある。この再生時において
、上述のスートが燃えきらず残るという問題に対応するため、このようなフィルタに本発
明の一形態であるハニカム構造体を用いることが好ましい。
【００２８】
本発明のセル構造体の断面形状に特に制限はなく、円形の他、オーバルや長円、異形でも
良い。セル構造体の断面積にも特に制限はないが、上述のように、大型のセル構造体に本
発明をより好適に適用することができるため、直径１００ｍｍ以上、特に１３０ｍｍ以上
の円形に相当する断面積のセル構造体が好ましい。セルの断面形状も三角形、四角形、六
角形、丸形等いずれでもよく特に限定はされない。隔壁の厚さにも特に制限はないが、例
えば３０～２０００μｍ、好ましくは４０～１０００μｍ、更に好ましくは５０～５００
μｍの範囲とすることができる。特に本発明は、隔壁の薄いセル構造体に好適に適用する
ことができるため、隔壁の厚さが１３０μｍ以下、特に８０μｍ以下のセル構造体も特に
好ましい形態である。また、隔壁は、多孔質であることが好ましく、例えば３０～９０体
積％の気孔率とすることが好ましい。セル密度（単位断面積当りのセル数）にも特に制限
はないが、例えば、６～２０００セル／平方インチ（０．９～３１１セル／ｃｍ2）、好
ましくは５０～１０００セル／平方インチ（７．８～１５５セル／ｃｍ2）、更に好まし
くは１００～４００セル／平方インチ（１５．５～６２．０セル／ｃｍ2）の範囲とする
ことができる。
【００２９】
次に、本発明のセル構造体の製造方法を、具体例に基づいて説明する。この具体例におい
ては、まず、成形原料を杯土化する。即ち、上述のセル構造部に好適な主成分又は好適な
主成分を形成する原料、例えば、焼成することによりコージェライトとなるコージェライ
ト化原料や炭化珪素－金属珪素複合物を形成するための炭化珪素粉及び金属珪素粉等に、
バインダー、例えばメチルセルロース及びヒドロキシプロポキシルメチルセルロースを添
加し、更に界面活性剤及び水を添加し、これを混練して坏土化する。ここで、コージェラ
イト化原料とは、例えば、化学組成が、ＳｉＯ2が４２～５６質量％、Ａｌ2Ｏ3が３０～
４５質量％、ＭｇＯが１２～１６質量％の範囲に入るように、タルク、カオリン、仮焼カ
オリン、アルミナ、水酸化アルミニウム、シリカ等が所定の割合に調合されたものなどで
ある。
【００３０】
次に、この坏土を成形することにより、複数のセルを形成する隔壁を含む成形体を得る。
成形の方法に特に制限はないが、一般には押出成形が好ましく、プランジャ型の押出機や
二軸スクリュー型の連続押出機などを用いることが好ましい。二軸スクリュー型の連続押
出機を用いると、坏土化工程と成形工程を連続的に行うことができる。この際、外周壁を
含まない成形体となるように成形しても良いが、隔壁の変形を抑制する観点から隔壁と一
体となった外周壁を含む成形体となるように成形することも好ましい。
【００３１】
次に、得られた成形体を、例えばマイクロ波、誘電及び／又は熱風等で乾燥した後、乾燥
された成形体を焼成して焼成体を得る。この際の焼成温度及び雰囲気は、用いる原料によ
って適宜変更することができ、当業者であれば、用いる原料に最適の焼成温度及び雰囲気
を選択することができる。例えばコージェライト化原料を用いる場合には、大気中で加熱
脱脂した後、大気中で最高温度１４００～１４５０℃程度の温度で焼成を行い、炭化珪素
粉及び金属珪素粉を原料とした場合には、大気又はＮ2雰囲気中で加熱脱脂した後、Ａｒ
雰囲気中で１５５０℃程度で焼成を行うことができる。焼成には、通常、単窯又はトンネ
ル等の連続炉を用い、これにより脱脂・焼成を同時に又は連続的に行うことができる。
【００３２】
次に、必要に応じて、焼成体の外周の少なくとも一部、好ましくは外周全体を加工除去す
る。この工程は必須ではないが、外周近傍の隔壁が、ここまでの工程中において変形して
いる場合があるため、外周近傍の隔壁を除去することが好ましい。また、成形体を得る工
程において、隔壁と一体となった外周壁を含む成形体を得た場合には、この外周壁を除去
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する必要がある。この際も、外周壁近傍の隔壁とともに外周壁を除去することが好ましい
。また、外周の少なくとも一部を除去する工程は、焼成する前の成形体に対して行っても
良い。外周を除去する範囲は、例えば外周から２セル分以上のセルを除去するように成形
体又は焼成体の外周を加工除去することが好ましく、２～４セル分のセルを除去するよう
に加工除去することが更に好ましい。セルを除去する際に、成形体又は焼成体の外周面に
おいて、セルを形成する隔壁の一部を除去して、そのセルが外周面に開口する凹部となる
ように加工除去することにより、後述するコート材を配設する工程において、凹部内に入
り込むようにコート材を配設することができ、外壁の強度を向上させることができる。な
お、成形体を得る工程において外周壁のない形状の成形体を得ることにより、外周を除去
する工程が不用になる場合もあり、外周壁を含まない成形体を得て、外周部を加工除去す
ることなく、後述の外壁部を形成する工程を行うことも好ましい。
【００３３】
次に、焼成体の外周に造孔剤を含有するコート材を配設して、外壁部を形成する。コート
材に造孔剤を含有させることにより、容易に気孔率の高い外壁部を形成することができる
。造孔剤は、外壁部に気孔を形成することができるものであれば特に制限はないが、例え
ばカーボン；シリカバルーン、フライアッシュバルーン、シラスバルーン、ガラスバルー
ン等のバルーン類；未発泡又は既発泡の発泡樹脂；ポリエチレンテレフタレートのホモポ
リマーやコポリマー等のポリエステル樹脂；ポリメチルメタクリレートのホモポリマーや
コポリマー等のアクリル樹脂；デンプン等が挙げられる。この中でも、中空体であるバル
ーン類及び既発泡の発泡樹脂が、所定形状の気孔を効率良く形成できる観点から好ましく
、加熱されても消失しない無機の中空体が好ましい。
【００３４】
造孔剤の量に特に制限はないが、外壁部の気孔率が３０％以上となる量が好ましく、４０
％以上となる量が更に好ましく、５０％以上となる量が特に好ましいい。また、気孔率が
８０％以下、更に７０％以下、特に６０％以下となる量が好ましい。具体的には、造孔剤
を除いたコート材１００質量部に対して、３質量部以上、更に５質量部以上、特に１５質
量部以上であることが好ましく、３０質量部以下、更に２５質量部以下、特に２０質量部
以下であることが好ましい。
【００３５】
コート材は上述の造孔剤の他に、上述の外壁の主成分に好適なセラミック材料として挙げ
たものの中から選ばれる少なくとも１種の材料を含むことが好ましく、セル構造部の主成
分と同じ種類となるセラミックの粒子を含むことが更に好ましい。これらのセラミック粒
子の具体例としては、例えば、コージェライト、アルミナ、ムライト、リチウム・アルミ
ニウム・シリケート、チタン酸アルミニウム、チタニア、ジルコニア、窒化珪素、窒化ア
ルミニウム及び炭化珪素等が挙げられる。コート材は、セラミックス粒子に加えて、コロ
イダルシリカ及び／又はコロイダルアルミナを含むことが好ましく、更にセラミックス繊
維を含むことが好ましく、更に無機バインダーを含むことが好ましく、更に有機バインダ
ーを含むことが好ましい。これらの原料に、水などの液体成分を加えてスラリー状とし、
これをコート材として配設することが好ましい。
【００３６】
また、焼成体に対して、コート材を配設する場合には、コート材を配設した後、加熱して
乾燥することが、液体成分を早期に蒸発させて外周壁を形成することができるため好まし
い。例えば８０℃以上の温度で乾燥することにより、外周壁の強度を高めることができる
。なお、コート材を配設する方法に特に制限はなく、従来から行われている塗布等の他、
溶射などの方法も用いることができる。
【００３７】
外壁部が、内殻層と外殻層を含むようにするためには、造孔剤の含有量が多いコート材を
セル構造部の外周に配設し、その外側に造孔剤の含有量の少ないコート材を配設すればよ
い。
【００３８】
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このようにして形成されたセル構造体は、通常のセル構造体、即ち、隔壁と外周壁とを一
体として押出し成形し、乾燥、成形することにより隔壁と外周壁とが一体となって形成さ
れたセル構造体とは異なるものである。本発明のセル構造体において、焼成体の外周面に
コート材を配設した後焼成を行わない場合には、セル構造部と外壁部との境界に物理的な
界面が存在し得る。また、外周面にコート材を配設した後焼成する場合にも、両者の材料
が異なれば両者の間に界面が存在し得る。材料が同じでも、両者がコージェライトである
場合には、押出により形成されるセル構造部と配設により形成される外壁部とでは配向が
異なるため、両者の間に界面が存在する。両者がコージェライト以外の同一材料であって
も、通常は、若干の組成の違いや、形成過程の違いから細孔形態や結晶粒子形態等の違い
に起因する組織的な界面や元素分布の違い等に起因する化学的な界面が存在し得る。一方
、通常のセル構造体は、同一の材料、同一の形成過程で形成されるため、このような界面
が存在しない。従って、通常のセル構造体では、外壁部とセル構造部とを厳密に区別する
ことは困難であるが、上述のような製造方法により形成されたセル構造体は外壁部とセル
構造部との区別が可能となる。
【００３９】
本発明のセル構造体の製造方法において、複数の成形体又は焼成体、好ましくは焼成体を
接合する工程を含むことも好ましい。この工程を含むことにより、形成されたセル構造体
は、セグメント化された複数のセル構造のセグメントが接合した構造となり、耐熱衝撃性
が向上する。接合工程において用いられる接合材に特に制限はなく、例えば、コート材と
同様のものを用いることができる。この工程は、外壁を形成する工程の前に行うことが好
ましいが、製造方法が任意的な外周を除去する工程を含む場合には、その工程の前に行う
ことが好ましい。即ち、接合工程により複数の成形体又は焼成体を接合し所定の大きさと
した後に、その外周を除去し、所望の形状のセル構造部とすることが好ましい。
【００４０】
また、セル構造体、特にハニカム構造体をフィルタ、特に、ＤＰＦ等に用いる場合には、
一部のセルの開口部の端面を目封じ材により目封じすることが、フィルタとして使用する
場合には好ましい形態である。更に、図４に示すように、両端部が市松模様を呈するよう
に両端部４２、４４においてセルを交互に目封じすることが好ましい。目封じは、目封じ
をしないセルをマスキングし、目封じ材をスラリー状として、セグメントの開口端面に配
設し、乾燥後焼成することにより行うことができる。目封じは、成形工程の後、焼成工程
前に行うと、焼成工程が一回で済むため好ましいが、焼成後に目封じしてもよく、成形後
であればどの時点で行っても良い。目封じ材に特に制限はないが、成形原料と同様のもの
を用いることができる。また、セル構造体に触媒を担持させる場合には、上述の好ましい
触媒を含有する溶液又はスラリーをウォッシュコートして、加熱することにより、セル内
及び／又は前記隔壁内部に触媒を担持させることができる。
【実施例】
【００４１】
以下、本発明を実施例に基づいて更に詳細に説明するが、本発明はこれらの実施例に限定
されるものではない。
【００４２】
（セル構造部の作成）
コージェライト化原料、即ち微粒子のタルク、カオリン、アルミナ及び他のコージェライ
ト化原料に、成形助剤、造孔剤及び水を加えて調合した後、混合混練し、その混練物（杯
土）を用いて押出成形し、ハニカム状の成形体を製造した。次に、成形体の所定のセルの
開口部に、目封じ材を導入、乾燥した後、ハニカム状の成形体を焼成し、所定開口部が目
封じされたハニカム状の焼成体を得た。その後、焼成体の外周を研削加工により除去し、
所定寸法より外径寸法を小さくし、複数のセルを形成し外周面においてセルの通路方向に
溝状に延びる凹部を形成する隔壁からなるハニカム状のセル構造部（セル構造：隔壁厚さ
０．４２ｍｍ、セルピッチ２．５ｍｍ）を得た。
【００４３】
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表１に示す調合割合のコート材を調製し、コート材をセル構造部の外周面に塗布し、乾燥
した後、４００℃で仮焼して、実施例１～６及び比較例１のハニカム構造体（直径２６７
ｍｍ×長さ１７８ｍｍ、外壁部厚さ１．２ｍｍ）を得た。また、内殻層を形成する内コー
ト材及び外殻層を形成する外コート材を表２に示す調合割合で調製し、内コート材を上記
と同様のセル構造部の外周面に塗布し乾燥した後、外コート材をその上から塗布し乾燥し
、その後４００℃で仮焼して実施例７及び８のハニカム構造体（直径２６７ｍｍ×長さ１
７８ｍｍ、内殻層の厚さ０．７ｍｍ、外殻層の厚さ０．７ｍｍ）を得た。
【００４４】
【表１】

【００４５】
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【００４６】
（外壁部の気孔率の測定）
得られたハニカム構造体より外壁部を切り離し、気孔率を測定した。以下に、気孔率の測
定方法を示す。なお、気孔率測定時に同時に細孔径分布も求めることもでき、体積基準に
おける平均細孔径を細孔径の代表値として使われる。
（１）測定試料を１５０℃で２時間乾燥後、容器に入れ装置にセットした。造孔剤として
発泡樹脂を添加した場合には５５０℃で１時間熱処理後にセットした。
（２）容器内に水銀を注入し規定の細孔径に相当する圧力を加え、測定試料に吸収された
水銀容積を求めた。
（３）細孔分布は圧力と吸収された水銀容積から計算し求めた。
（４）細孔容積は６８．６ＭＰａ（７００ｋｇｆ／ｃｍ2）の圧力を加え吸収された水銀
容積から計算し求めた。
（５）気孔率は、総細孔容積より、以下の式で求めた。
気孔率（％）＝総細孔容積（１ｇ当り）×１００／（総細孔容積（１ｇ当り）＋１／２．
５２）
【００４７】
（外壁部の昇温速度の測定）
得られたハニカム構造体をバーナー試験装置にセットして、セラミックハニカム構造体の
セル構造部に、約４００℃の燃焼ガスを流した。そのときに、外壁部の温度を測定し、上
昇し続ける温度が止まり、外壁部の温度が定常状態になるまでの時間を評価した。また、
評価後のセラミックハニカム構造体を取り外し、外周コート部の欠けの有無を評価した。
【００４８】
表３に、外壁部の気孔率、バーナー試験により外壁部温度が定常化するまでの時間及び欠
けの有無の評価結果を示す。なお、外壁部分の気孔率、バーナー試験により外壁部温度が
定常化するまでの時間及び欠けの有無は、各々ｎ＝２で評価した。
【００４９】
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【表３】

【００５０】
表３に示す様に、比較例１に対し、造孔剤を添加したコート材を用いた実施例１～６は、
気孔率が高くなるとともに、バーナー試験により外壁部温度が定常化するまでの時間が長
くなることが確認できた。即ち、実施例１～６のハニカム構造体は、断熱効果が高く、例
えば排ガス触媒担体として使用した場合、外壁部への熱の逃げが小さく、セル構造部の温
度が上昇し易いことが示された。なお、実施例５及び６において、高い気孔率と断熱効果
が示されたが、外壁部の欠けが観察された。これは、気孔率が高いために、外壁部の強度
が低くなったためと考えられる。しかし、このような気孔率でも、より強度の高い原材料
成分を使用すること等により、強度の低下は補うことができるため、実用可能な範囲内と
考えられる。
【００５１】
外壁部を外殻層と内殻層の２層とした実施例７及び８では、内殻層を高気孔率化すること
により断熱効果を得ることができ、外殻層を比較的低気孔率化することにより高強度とす
ることができた。
【産業上の利用可能性】
【００５２】
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以上説明してきたとおり、本発明のセル構造体は、外壁部の断熱性が高いため、セル構造
部の昇温速度を向上させ、セル構造部の温度分布をより均一にすることができる。従って
、排ガス浄化用の触媒担体、フィルタ等に広く用いることができる。また、本発明のハニ
カム構造体の製造方法は、上述のようなハニカム構造体の製造に好適に用いることができ
る。
【図面の簡単な説明】
【００５３】
【図１】図１（ａ）は、本発明のセル構造体の一実施形態を示す模式的な斜視図である。
図１（ｂ）は、図１（ａ）のＩｂ部分の一部拡大図である。
【図２】図２（ａ）は、本発明のセル構造体の別の一実施形態を示す模式的な斜視図であ
る。図２（ｂ）は、図２（ａ）のＩＩｂ部分の一部拡大図である。
【図３】本発明のセル構造体の更に別の一実施形態を模式的に示す一部拡大図である。
【図４】本発明のセル構造体の更に別の一実施形態を示す模式的な斜視図である。
【符号の説明】
【００５４】
１…セル構造体、２…隔壁、３…セル、４…セル構造部、５…外壁部、６…内殻層、７…
外殻層、１０…ハニカム構造体、２０…フォーム状構造体、４２、４４…端部。

【図１】 【図２】
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